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金融庁とシンガポール金融管理局間の協力枠組みに関する交換書簡 

日本の金融庁（以下「金融庁」という。）は、金融庁とシンガポール金融管理局（以下「MAS」

という。）の市場における金融サービスのイノベーションを促進することを目的として、革新的

な企業を支援するための両当局間の更なる協力が、相互に有益になるものと認識する。また、両

当局間の紹介制度を通じて、互いの地域において活動する企業に対して支援を提供することは、

産業による金融活動のグローバル化に照らし、重要であると認識する。 

この点、日本及びシンガポールのそれぞれの法令及び規則に従い、MASと相互に有益な方法によ

り協力強化を図るという金融庁の意図を、本書簡において確認する。本書簡は、金融庁の意図を

表明するものであって、金融庁又はMASにおいて、何らかの法的拘束力ある義務を負わせるもの

ではない。また、本書簡は、それぞれの国内法令や規則に基づく金融庁又はMASの権限に影響を

与えるものではない。 

金融庁は、2001年12月21日に締結した覚書に沿って、引き続き意見交換や情報交換を行う意思を

確認する。本書簡は、革新的な産業を支援するという観点からの相互協力について補完すること

を意図したものであって、既存の覚書や規則等に取って代わるものではない。 

１．定義 

本協力枠組みにおいて、その他の方法を定めない限り、以下のとおり文言は定義される。 

「許可」とは、免許、登録、承認、許可等、企業をいずれかの当局の規制範囲下に置き、関連す

る当局の管轄において、金融サービスの提供や金融商品の発行に係るビジネスを営むことができ

る権限を与えることをいう。 

「当局」とは、金融庁又はMASをいう。両方あわせて「両当局」という。 

「支援基準」とは、紹介当局が受入当局に革新的企業を紹介する際に革新的企業が満たさなけれ

ばならない、紹介当局における基準のことをいう。 

「革新的企業」とは、革新的な金融ビジネスであり、イノベーション支援機能を通じて当局から

支援を受けているもの又は受ける見込みのあるものをいう。 

「イノベーション支援機能」とは、両方の当局に設置された、それぞれの市場における金融サー

ビスのイノベーションの促進に特化した仕組みをいう。 

「受入当局」とは、革新的企業の紹介の受入れや当該紹介に関連する情報を受ける当局をいう。 



「紹介当局」とは、革新的企業を受入当局に紹介する当局をいう。 

「規則等」とは、当局の管轄において適用されるあらゆる法、規則又は規制上の要請をいう。 

２．導入 

２．１． 両当局は、それぞれの市場における金融サービスの革新を促進したいという、共

通の願いを共有する。その促進のため、両当局はイノベーション支援機能を設置

している。両当局は、互いの協力を通じて、それぞれの市場におけるイノベーシ

ョンの促進をより進めることができると信じている。 

２つの当局のイノベーション支援機能の背景 

２．２．  2015年12月に、金融庁はフィンテック事業に係る一元的窓口として「FinTechサポ

ートデスク」を庁内に設置した。監督部門と企画部門の協力の下、金融イノベー

ションを推進するため、FinTechサポートデスクは、金融規制への対応の要否をは

じめとしたフィンテック事業に関する様々な点についての相談や情報交換を通じ

て革新的企業を支援している。 

２．３． 2015年８月に、スマート金融センター構想を推進するため、MASは金融技術＆イノ

ベーショングループ（FTIG）を組織内に設立した。FTIGは、金融部門におけるリ

スク管理の改善、効率性の向上及び競争力強化のための技術活用やイノベーショ

ンを促進するための、規制や戦略の策定を責務とする。 

イノベーション支援機能を通じて提供される支援 

２．４． イノベーション支援機能を通じて、両当局から革新的企業に提供される支援は、

次のものを含む。 

２．４．１．個別の革新的企業の支援に特化したチーム又は窓口。 

２．４．２． 関連する当局の管轄における規制枠組み、及びそれがどう自身に適

用されるかを革新的企業が理解するための支援 

２．４．３．以下の点に係る、許可申請手続き前における支援 

２．４．３．１． 許可申請手続き及び革新的企業が認識した規制

に係る問題を議論すること 

２．４．３．２． 関連する当局の規制枠組みやそれが意味すると

ころについての革新的企業の理解を確保するこ

と 

２．４．４． 許可申請手続き中における支援。それぞれの市場における金融イ

ノベーションについて知識を有する許可事務担当職員への仲介を

含む。また、革新的企業に関する個別の申請手続きへの支援を含

みうる。 

２．４．５． 状況に応じて、革新的企業が許可を受けた後１年間における専用

窓口や支援を提供。 

３．目的 

３．１． 協力枠組みの目的は、互いの当局のイノベーション支援機能間の協力や紹介に係

る枠組みを提供することである。当該枠組みは、両当局が互いのイノベーション

支援機能に革新的企業を紹介することを可能とする紹介制度を中心とする。また、

当該枠組みは、両当局がそれぞれの市場におけるイノベーションについての情報

をいかに共有し使用するかについても定めるものである。 



４．原則 

４．１． 両当局は、本協力枠組みに定める範囲内で、最大限の可能な相互支援を互いに提

供することを意図する。本協力枠組みは、それぞれの当局の国内法や規則に従っ

て運用し、いずれの規則等を修正するものでも取って代わるものでもない。本協

力枠組みは、意図を表明するものであり、執行可能な権限を定めるものではなく、

法的に拘束するものでもない。 

５．支援範囲 

紹介制度 

５．１． 両当局は、それぞれのイノベーション支援機能を通じて、互いに他方の管轄にお

いて活動することを望む革新的企業を紹介する。 

５．２． 紹介は、書面で行われ、受入当局の管轄において活動しようとする革新的企業が

紹介当局の支援基準を満たしていること又は満たす見込みであることを示す情報

を含む。支援基準は、新規及び既存の革新的企業に適用され、次に掲げる事項を

含む。 

５．２．１． 革新的企業は、利用者及び／又は産業の利益になる革新的製品を

提供する 

５．２．２． 革新的企業は、十分な背景調査を行ったことを示す 

５．２．３． 革新的企業は、真に支援を必要としている 

５．３． 紹介を受けて、受入当局のイノベーション支援機能は、パラグラフ２．４に応じ

た支援を革新的企業に提供する。 

５．４． 紹介当局は、申請手続き前に受入当局のイノベーション支援機能の支援を受ける

革新的企業が許可要件を満たすことも満たさないこともありうること、及びイノ

ベーション革新支援機能を通じた支援を提供する際に、受入当局は革新的企業が

最終的にその管轄における許可要件を満たすかどうかについて意見を表明するも

のではないこと、を認識する。 

情報共有 

５．５． 両当局は、適切な場合に、それぞれの市場における金融サービスのイノベーショ

ンに係る情報を共有することを約束する。これは、次に掲げるものを含みうるが、

それらに限られるものではない。 

５．５．１．新興市場の趨勢及び発展 

５．５．２．金融サービスの革新に関する規制上の問題 

５．６． パラグラフ６．２に基づき、両当局は、パラグラフ５．１に基づき紹介当局から

イノベーション支援機能を通じて受入当局に紹介された革新的企業についてのさ

らなる情報を共有することを約束する。 

５．７．両当局は、次に掲げる事項について重大な変更がある場合には、互いに通知する。 

５．７．１． パラグラフ５．１に基づき紹介当局により紹介された革新的企業

に対し受入当局のイノベーション支援機能から提供される支援 

５．７．２．当局の支援基準 



６．機密保持及び許容される使用方法 

６．１． パラグラフ５．５から５．７に基づき、一方の当局から他方の当局へ開示された

情報、及びパラグラフ５．１から５．４に基づく紹介に含まれる情報は、他方の

当局により機密情報として扱われなければならない。 

６．２． 革新的企業に係る情報はパラグラフ５．１から５．４に基づく紹介に含まれ、革

新的企業が情報開示に同意する場合に限り、受入当局に送付される。 

６．３． 受入当局は、紹介された革新的企業に対し受入当局のイノベーション支援機能を

通じて提供する支援の目的のためのみに、及び受入当局の管轄における法令遵守

の確保の目的のためのみに、紹介された革新的企業に係る情報を使う。 

６．４． 両当局は、他方の当局から開示された情報について、他方の当局が書面で他の使

用目的に同意しない限り、その情報が開示された目的のためのみに使用する。 

６．５． いずれかの当局が法令に基づき、他方の当局から提供された情報の開示を求めら

れた場合は、当該当局は、その開示義務に従う前に他方の当局に対して通知し、

当該情報に関し利用可能なあらゆる法的例外又は特権を主張する。 

７．期限 

７．１． 本協力枠組みは、締結の日から発効し、いずれかの当局から他方の当局に対して

少なくとも３０日前に、書面により終了を通知することにより失効する。 

７．２． 本協力枠組みの失効は、両当局間で締結された既存の覚書に基づく義務に影響を

与えるものではない。 

７．３． 本協力枠組みが失効した場合、本協力枠組みに基づき入手した情報については、

パラグラフ６に定める方法により、引き続き取り扱われる。 

８．改訂 

８．１． 両当局は、本協力枠組みの運用を見直し、必要に応じて内容を改訂する。両当局

は、見直しについては、パラグラフ５．１に基づき紹介当局から紹介された革新

的企業に対して受入当局のイノベーション支援機能により提供される支援や、当

局の支援基準に重大な変更がある場合に、見直しが行われうることを認識する。 

８．２． 本協力枠組みは、両当局が書面で合意した場合には、修正することができる。 

金融庁は、本書簡で定められた枠組みに基づき強化された協力が、金融庁とMASとの間における

相互に有益な関係につながるものと確信している。
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